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地域発展の固有論理

1.研 擁 組 織

研究代表者:原 洋之介(東 京大学東洋文化研究 所 ・教授).

研究分担者:末 廣 昭(東 京大学社会科学研究所 ・教授)

海 田 能宏(京 都大学東南ア ジア研究セ ンタ日 ・教授)

井上 真(東 京大学農学生命科学研究科 ・助教授)

中村 尚司(龍 谷大学経済学部 ・教 授)

足立 明(北 海道大学文学部 ・助教 授)

布野 修司(京 都大学工学部 ・助教 授)

2.研 究 の ね らい ・目的

この重点領域研究 の全体 的テーマは、地域研究の手法の確立 を通 して 「世界 と地域の共

存」 のパ ラダイ ムを求め ることにおかれて いた。研 究課題 がこの ように方向付け られた背

景 には、 間違 いな く、産業革命以降の科学技術 ・合理主義 に もとつ く無限定の経済発 展を

礼賛 している経済学者の 「普遍論理 」志向に対す る強い批判が横たわ って いた ようである。

こうい う問題意識の下に、 「地 域発展 の固有論理」をさ ぐる我 々の研 究班 が組織 され てい

た訳で ある。

本研究班は、その成立時点よ り発展の普遍論理とは何かを明 らかに しつつ 、それ との関

連で固有論理 とは どうい うものであるのか、またあ りうるのかを見 いだす ことを 目的 と し

てきた。 これを普遍論理 に親 しんで きた経 済学研究者 と、固有論理を模索 してきた農学 ・

地域開発論研究者 との競争 と協力の関係の形成 を通 して明 らかに して いこ うと した点 にこ

の研究の最大の特色 がある。東南 アジア地域 の実態 にこだわ りつつ発展概念 の本格的再検

討を試み ようと してきた。

過去3か 年 間の研究 の中で、 「地域発展 の固有論理」をどの ように析 出するかに関 して、

ほぼ共通の見解 を構築す る ことが出来た。そ こで最終年度である本年 は、過去の研究成果

をふ まえて、 「地 域発展 の固有論理」の全体像 を明 らかにする研究 に重点 をおいた。具体

的には、昨年度 まで この班 の対象 と してきた、国民経済 レベル での経済発展 とデル タ等各

種の生態区や都市 での地域 開発 といった対象 、また発展の固有論理を客観的 に表現 しうる

経済 ・社 会指標 の構築あ 可能性 な らびに発展 の地域住民による受容過 程 とい う問題 を もと

り入れて、 「地域発展 の固有論理」を 「経済 ・社会 ・生態」 とい う3位 相 の相互関連 の下
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で明 らかに しうる理論構図を構築す るべ く努力 した。

3.平 成8年 度 の研 究経 過

本年度 は、4か 年研 究の最終年度であ ったので、各研究分担者がそれぞれの研究 を とり

まとめる作業を中核 と した。研究代表者 ・原 と末廣 ・中村は、主 と して経済学の視 点か ら、

市場経済 との関連 で発展 の普遍論理 とは何 か、またその普遍論理が東南ア ジア地域 に受容

されてい くに際 して他の地域 には見 出せない固有性が あるのか、等の問題 点を明 らか に し

て い く方 向で研 究を とりまとめた。

海 田 ・足立 ・井上 ・布野 は、地域開発論 ・人類 学 ・熱帯農学 ・都 市工学の視点 か ら、生

態系 との関係で切 り取 られ たそれぞれの地 域が示す発展の固有の型を析出 し、またそ うい

う発 展が地域住 民に どう受容 されて いるか、さ らにそれが市場経済 とい った普遍 的発展 と

どう関わ っているかを探る方 向で研究を整理す る努力を した。

同時に、以下 のメ ンバ ーは末廣昭が研究代表 者をつ とめ る国際学術研究 「地域発展 の固

有 論理 」(課 題番 号06041023)に 参加 して 、海外 での現地調査 に参 加 した。原 は、バ ン

グラデ シュとタイ とにおいて 、市場経済の発達 の基礎条件を明 らかにす る調査を おこな っ

た。末廣 は、タイ とフィリピンとにおいて、地方経済 ・企業経営 ・労使 関係 に関す る調査

をおこなった。また井上 は、カ リマ ンタ ン地域の森林利用 と保護政策 との調査をお こない、

また海 田 もア ジアのい くつかの デル タの発 展史 に関す る調査を実施 した。

この国際学術研究 も最終年度 にあた っていたため、平成9年1月 に計画研究班 とこの国

際学術調査班 との合 同で、 とりまとめの シンポ ジュウムを開いた。その成果は、後述す る。

4.研 究 の成 果 と7ロ ンテ ィア

(1)市 場経済 発達の地域性 に関 して

ここで研 究代 表者の経済学か らみた本研 究の結論を示 してお くことにす る。経済学者 の

多 くが 「普遍主 義 ・論理」・の市場経済学の下に、アジア諸国の経済発展 といわれ る現象 を

観察 し続 けてい ることは事実で ある。その典型 は 「新古典派」開発経済学 であるが、 この

学派の市場経済理論はひとつの 「理念」にまで形式化 され た市場理論で ある。 この 「理念」

は決 してその普遍性が 「証 明」され うるような ものではないが、ある種の 「力」 と して現

在世界 中で機能 してい ることは間違 いない。 しか し、 このような形式化 された理念 と して

の新古典派だ けが我 々の利用 しうる市場経済論ではないのである。多 くの経験主義的市場
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経済論 も存在 している事実を筆者は本報告で強調 して いる。確か に 「形 式化 された原理」

に対比 してみ るとき、 これ ら経験主義的市場経済論 には多 くの あいまい さがつきま とって

しまうことは否定 できない ところであるが、 この経験 の解釈 につ きま とう多義性 こそが重

要であ るともいえるはずで ある。世界 と地域 の共存 のパ ラダイム作 りに経済学 の立場 かち

知的貢献を しよ うとするときには、経済学者と呼ばれ る人間が この 「あいまいさ」に耐え

うる知的思考力 を身 につ け る覚悟 をす る必 要があ りそ うで ある。

ところで、我 々の研究課 題には 「固有論理」 といういわば強烈な概念 ・用語が含 まれて

いる。筆者 も過去 この言葉 の喚起す る強い知的刺激 のなかで考え続けてきたが、最近 にな

って、以後、我 々の研究課 題を 「経済発展の地域性 」を明 らか にする とい った形 で とらえ

直 してみ ようと考 えは じめている。

まず市場経済 の発 達 とい う流れ は、後でふれるよ うにその内容の理解 の仕方 に関 しては

未だかな り困難な理 論的問題点が残 されてはいるが、 どの 「地域」の経済 史の流 れにおい

て もか な り共 通 してみ られ ることは確かな ようで ある。 この限 りで市場経済 の発 達 とは、

かな り強力な 「普遍論理」 ともいえるもの とな って くる。 こうい う状況 のなかで普遍 論理

対固有論理 とい うダイ コ トミーを強調す るときには、それが市場経済対反 市場経済 とい う

別のダイ コ トミーに変質 して しまう危険性 が大 きい。そ して、よ り重要 なことは、 こ うい

うダイ コ トミーの知 の構 図の もとで は、市場経済の発達その ものにみ られ るある地域 の個

性 とい った ものを把 握す る ことが 困難にな って しまうとい う危険性が強 いとい う事態で あ

る。筆者 は市場 経済 とい う一見す ると 「普遍論理」 にみえ る変化 に対 して も、地域に よっ

てそれぞれの個性がみ られているという事 実を強 く意識 してお り、この個性を解明 して い

くことこそが 、 「地 域発展の 固有論理」を探 り出す ことにな ると考えて いるわけで ある。

そ こで、生活世界 の組 織原理 とい った 「地域の基底での慣性的な特 性」 と しての 「固有 」

性 ・ 「固有」論理 とい う概 念で はな く、 「変動 に対応する現代 的 ・同時代的特性」 と して

の 「地域性」 とい う概念 を援用 して、我 々の研究課題を市 場経済 の発達 という変動 ・変化

に関 してみ られ る地 域の個 性とい う意味での 「経済発展の地域性 」の解明 と して再規定 し

た。

まず 「市場Market」 とよばれている経済制度に関 して 、筆者が最 も妥 当と判断 して いる

定義を説明 してお く必要が ある。 「経済的利益 に関心をもつ諸個人が、それぞれ、 自 らの

選択 しようとす る経 済活動 に関 して、相互に 自発的に接触 ・交渉 し、その結 果と して契約

を結びかつその契約 を実施 して い くような制度」 とい う定義である。 この定義が我 々の研
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究 目的に とって 重要 なのは、それが、諸経済主体が明示的 な形ではないに しろ、潜在 的取

引相手 との交渉 ・契約 のいわば前提 として形成 させて いる社会関係ない し 「非経済 的」関

係 とい える慣習等が 各個人 間での 自発的 な交渉 ・契約 とい う取引関係 並msacdonsの 成立 に

おいて果た しうる重要な役割を正面き って論 じる可能性をひらいて くれて いるか らで ある。

「二人の人 間が 自発 的に一 つま り共に何 らか の利益を受け ることを期待 して一両方向 的な

相互作 用 に参 加す る」 とい う 「交換Exc㎞ge」 の制度 こそが、ま さに 「市場制度 」の基

本 であ り、かつ 「自らの個人 的消費 とい った 目的 に直接 的に役 立つ手段 的ins加m㎝talな

い しex㎞nsic情 報 ・財」が交換 され る 「経済的交換EcoRomicExc㎞ge」 と、 「それ 自身を

持り ことが値 打ちを もり とい う意 味で本質 舳icな い しCO-tow情 報 な1・し価値

観 」が交換 され る 「社会的交換SociaExchange」 とを有 意味に関連 づ けて論 じることが可

能 とな って くるわけである(村 上泰亮 「反 古典方法序説」rマ ニ ュフ ェス ト ・新 しい経済

学 』)。 いずれ にせ よ、このように市場経済 を定義す ることで、多数 の経済主体 間の調整

のメカニ ズムで ある 「ネ ッ トワーク」 として市場経済を理解す る ことがで きるよ うにな っ

て くるはずで ある。

以上 のよ うに市場 といわれ るひ とつ の経済制度を定義 してみるとき、市場の未発達 とい

われ る事態 はほぽ以下 のような状態を意味す ることになろ う。

まず ある財の交換 ・取引 に関 して、その財 の所有権の設 定が あいまいで あるとい った こ

とで、交渉を成立 させ ること事態が不可能 とな って しま うという市場が未成立の状態がそ

の極端な事例で ある。 また、財 の所有権 はそれな りに確定 していて も、潜在的に交 渉 ・契

約の可能性を もって いる諸個人 が相互 に相手を よく知 らな いため に交渉が 「部分 的」に し

か成立 しない状態 もあ りうる。更に、所有権 も確定 してお り、かつ当事者が余 りに強大で

あるため に、交渉 ・契約 ・取引か らの利益が一方の側 に偏 して しまうような状態 も考 え ら

れ よう。

ところで、経済発展 と通常よばれて いる経済社会 の長期的ない し時間をかけた歴史 的変

化 の過程 とは、その基本 において、以上 に述べ たような未発達な市 場 とい う経済制度が、

「いつ も住んで いるところでは得 られ ない経済的利益を手 にする ことが出来る(と い う誘

因に よ って)複 数の集団が 出会 うことで形成 され」かつ 「そ こでのひ とび との行動様 式は

移動性 と投機性 とに よって特徴 づけ られ る」社会空 間であ る 「フ ロンテ ィア空間」 の拡散

によって よ り多 くの多様な離散 した小世界が取引のネ ッ トワークにはいるという形で空間

的 に、 また諸個人間での信用の発生 とそれ による利子支払いの発達 とい ったことを契機 と
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して現在 と将来 とが 「普遍時間」 「直線的時間」によ って結 び付 けられ るとい う形で時間

的に も拡大 し発 展 してい く過程 であるととらえる ことが 出来 よう。そ して、市場 の この発

達を担 う中心の主体 が商人層 であることを ここで指摘 してお きたい。

(2)「 経済発 展の固有論理 」 シンポジュウムの結論

ここで、国際学術研 究班 との共 同シ ンポ ジュウムで の結論を再報告 してお こう。なお詳

細は、 「地域発 展の固有論理 」研究成果報 告、東京大学社会科学研究 所、平成9年2月 を

参照 して下 さい。

①東南ア ジア諸国はいずれ も開発戦 略を採 用 し、工業化政策を推進 してきた。 しか し、こ

う した政策に対 する 「社会 の対応」 にはさ まざまの違 いが見 られる。

② 「社会の対応 」の違いを規定す る第一の要因は、 自然生態 とその 自然生態を変 えてきた

外か らの働 きかけで ある。その意 味でア ジアのデ ルタは、都市型 ・人工干拓型 のデル タ

(珠 江デル タ、チ ャオプ ラヤーデル タ、紅河デルタ、メコ ンデルタ)と 、農村型 のデルタ

(ベ ンガルデルタ とイ ラワジデルタ)に 分 けることがで きる。農村 型デル タは自給 自足経

済で あり、村落 自治 も強いが、村落 間のつなが りが弱 く、 中央指令経済が展 開 しに くいた

めに、開発に とっては阻害要 因になってい る側 面 もある。

③ 「社会の対応 」の違 いを規定す る第二の要因は、市場経済化への移行過程のなかで生 じ

るさまざまの紛 争の処理、社会 的ス トレスの調整 などを、各国 ・地域がいかに実施す るか、

その方法である。開発 戦略は同 じに して も、市場経済への移行過程 に 「地域性」を確認す

ることがで きる。

④ 「社会の対応 」の違いを規定す る第三の要因は、その社会が もって いる一種の社会的規

範で ある。発展 の度合いを経済合理性や経 済効率性のみか ら判断す ることはできない。社

会的公正な り正義の観 念を導入す ることが必要で ある。

⑤市場経済化の移行 過程では、さまざまの紛争 な り問題が生 じる。 これを 回避あ るいは解

決 してい くための方法 として、従来 は、個 人の合理的行動 と政府の政策的介入のみが議論

されて きた。 しか し、ア ジア諸 国の場合、 コ ミュニテ ィと家族が重要 な役割を果た してい

る。成長だ けではな く、生活の安定 とい う指標 を入れた場合 、コ ミュニテ ィや家 族の役割

はきわめて重要である。 この点 を従来の新 古典派経済学は説 いていない。

コ ミュニテ ィが果 たす役割 は、平等主義 に もとつ く 「所得再分配」や、緊急時 の相互救

済(セ イ フテ ィ ・ネ ッ ト)な どいろいろあるが、政府 の代替す る役割 と政府 を補完す る役
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割に分 けて検 討する ことが重要であ る。また、 コ ミュニテ ィが政府 に対 して協調的である

か 、敵対 的であるか も開発 を考え る場合、無視で きない。 また、 コ ミュニテ ィの役割を単

に 自然生態論だけか ら説 くので はな く、親族組織 との関係でみてい く視点 も不可欠である。

⑥経済の グ ローバル化 、域 内の 自由貿易の推進、規制緩和の促進が進 む中で、東 南ア ジア

諸 国の経 済発展 には一定 の共通す る特徴が 見 られ るようにな つた。 と りわけ 「競争 」が重

要 な概念 にな ってきている。 グローバル化 のなかで の地域の発展パ ター ンの違 いを、あ ら

た めて検 討す る必要が ある。その意味では、ある国 ・地域で特定の産 業が発展 してい く要

因を もっと掘 り下 げてい く必要が あろう。

⑦市場経済化や グローバル化の まっただなかにある地域や国だけで はな く、そ うした動 き

か ら外れ た 「周辺地域 」の動 向にも、 もっと注 目す る必要があ る。 イ ン ドネ シアのカ リマ

ンタ ンにおける焼畑農民 は、 もちろん木材産業 の発展のなかで 「開発 」の洗礼を受 けつ つ

あるが、 同時に森林資源の共同管理を慣習 にもとつ いて行 なってきた。この共同管理 には、

紛争 の未然 の回避 あるいは処理 とい う社会 的機能 と、資源を持続的に利用 するとい う生 態

的機能が ある。 この両者の度合いは、村落 の血縁集団の違 いを反映 している とみ なす こと

もで きる。

5.メ ンバ ー の研 究業 績(平 成8年 度発 衰5})

原洋之介

Social and Institutional Changes in the Rural Philippines, co-authored with Seiichi Fukui et al.
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